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1．10-12 月期は前年同期比+2.3％ 

タイの国家経済社会開発委員会事務局（ＮＥＳＤＢ）は 2月 16 日に 2014 年 10-12 月期の国内総

生産（ＧＤＰ）を公表した。実質ＧＤＰ成長率は前年同期比（原系列）+2.3％の増加と、前期の同

+0.6％から回復したほか、Bloomberg 調査の市場予想（同+2.0％）を上回った。タイ経済は過去１

年間０％前後の低成長が続いたが、10-12 月期は景気の上向きが確認できる結果となった。また、

前期比（季節調整値）は+2.2％と、前期（同+0.6％）から改善した。 

2014 年通年の成長率は前年比+0.7％と、前年の同+2.9％を下回った。 

 

需要項目別に見ると、内外需揃って成長率を押し上げたことが分かる（図表 1）。内需については、

政府消費が前年同期比+5.5％（前期：同+0.4％）と大きく改善した。総額 3,645 億バーツの景気刺

激策・農家支援策によって経常予算の支出が拡大した。投資は前年同期比+3.2％（前期：同+2.9％）

と改善した。公共投資は予算執行の遅れで伸び悩んだが、民間投資は建設投資・設備投資がそれぞ

れ改善して５期ぶりにプラスに転換した。一方、個人消費は前年同期比+1.9％（前期：同+2.2％）

と鈍化した。穀物価格の下落による農業所得の低迷や高水準の家計債務が重しとなり、耐久財消費

が減少した。 

輸出入については、輸出が前年同期比+4.9％（前期：同▲3.8％）と反転上昇した。海外需要の

改善によって主力の電気・電子機器や自動車の輸出が改善し、訪タイ外客数の増加でサービス輸出

が拡大した。輸入は前年同期比▲0.3％（前期：同▲1.1％）とマイナス幅が縮小した。特に消費財
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や原材料の輸入が拡大した。その結果、外需の成長率への寄与度は+3.7 ポイントと、前期（▲2.3

ポイント）から改善した。 

 

供給項目別に見ると、ＧＤＰの約 4割を占める製造業が前年同期比+0.7％（前期：同▲0.7％）

と７期ぶりにプラスに転じた（図表 2）。その他の産業では、農林水産業が前年同期比▲1.6％（前

期：同+1.6％）と減少し、金融が前年同期比+4.5％（前期：同+4.9％）と鈍化したが、運輸・通信

が前年同期比+6.5％（前期：同+3.4％）、卸売・小売が前年同期比+2.3％（前期：同+0.6％）、ホテ

ル・レストランが前年同期比+3.6％（前期：同▲4.6％）と、改善した業種が多かった。 

 

2．政治の安定化と景気刺激策で内需主導の回復へ 

タイ経済の先行きは、引き続き政治の安定化と財政出動を受けて消費・投資を中心とした緩やか

な回復を見込む。消費については、政治の安定化によって消費者マインドが顕著に改善している。

今後は公務員給与や非農業所得の増加が見込まれ、2012 年の自動車購入支援策で低迷する自動車販

売が時間経過と共に回復するなか、個人消費は改善するだろう。政府支出や公共投資は増額が続く

予算1の執行や中期の交通・輸送インフラ整備事業（2015～2022 年で 2.4 兆バーツ）の推進によっ

て景気の押し上げ要因となる。また、こうした公共投資を呼び水に民間投資の拡大も期待できる。 

また、昨年からの原油安も景気の追い風となる。原油の純輸入国である同国にとって、原油安は

貿易収支の改善と消費者の購買力の増加、そして企業の調達コストの減少など景気にはプラスに働

く。金融政策も現行の緩和的な水準は景気回復をサポートする。中央銀行は１月の金融政策決定会

合で政策金利を２％に据え置いたが、７人の委員のうち２人は実質金利の上昇とバーツ高を材料に

緩和すべきとしており、委員会内の意見は割れている。原油安による物価下落は一時的な要因だと

しても、２月に公表された１月の消費者物価指数は前年比▲0.4％とマイナスに転じてインフレ目

標（１～５％）を下回っており（図表３）、３月の会合では利下げを行う可能性が高まっている。 

景気の下押し要因としては、農産物価格の低迷と高水準の家計債務が挙げられる。また、10-12

月期の投資予算の執行率が約１割（例年は約３割）に止まっていることは、民間投資の回復の遅れ

にも繋がりかねない。 

先行きのリスクは、再び政情不安に陥ることに

尽きるが、少なくとも年内は政治の安定が続きそ

うだ。今年 9 月頃に公布される新憲法において、

選挙制度が見直されれば混乱の火種となるだろ

うが、総選挙（来年 1月頃）後の民政移管までは

戒厳令が敷かれると思われ、不満を抱えた国民が

行動に移るリスクは 2016 年以降の話となりそう

だ。 

                                                   
1 歳出規模は、2015 年度が 2兆 5,750 億バーツ（前年度比 4.7%増）2016 年度が 2兆 7,200 億バーツ（前年度比 5.6％増）を予定。会

計年度は 10 月から始まる。 
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